
第３節 定員と人事

第１項 職員定員の変遷

創設時から１９７９年度までの職員定員の変遷は、『千葉大学三十年史』（１９８０年刊行）

の第Ⅱ部第１８章第３節「定員の推移」および「資料編」３―�３を参照するとして、こ

こでは、１９８０年度以降現在までの定員の変遷を表２―１４―５に示す。

なお、１９８０年度以降の定員削減については、第５次～第８次まで実施され、この

間、定年制実施に伴う削減も含めて助手１９名、その他職員２５３名が削減された。

表２―１４―４ 外国人留学生受入れ数（５月１日現在）

年度 学 部 大 学 院 研 究 生 特 別 聴 日 本 語 そ の 他 合 計

１９８０ ２９ １７ ２０ ６ ７２

１９８１ ３２ １８ ２４ １７ ９１

１９８２ ３１ ２０ ３７ １２ １００

１９８３ ３２ ２３ ３９ １２ １０６

１９８４ ３８ ２８ ４０ ８ １１４

１９８５ ４４ ４３ ５４ ５ １４６

１９８６ ５９ ５７ ６２ ９ １８７

１９８７ ８３ ８４ ７２ １ ７ ２４７

１９８８ １０６ １０８ ８７ ２ １１ ３１４

１９８９ １１６ １１９ １０４ ２４ ３６３

１９９０ １１７ １４４ １５７ ２３ ４４１

１９９１ １１５ １７７ １３３ ２１ ４４６

１９９２ １３９ ２０３ １４１ １ １１ ４９５

１９９３ １７１ ２０９ １２３ １５ ５１８

１９９４ ２０１ ２４４ １３５ ２ １３ １５ ６１０

１９９５ ２１１ ２６７ １１９ １９ １８ １０ ６４４

１９９６ １８２ ３００ ９０ ３５ ２１ １３ ６４１

１９９７ １６１ ２９６ ９８ ４０ ２３ ７ ６２５

（注）「特別聴」は特別聴講学生を、「日本語」は留学生センター日本語研修生を示す。
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さらに、第９次定員削減（１９９７年度～２００１年度、助手６名、その他職員６５名削減計

画）が現在実施されている。また、１９９９年度から３年間に財政構造改革に伴う事務職

員の合理化減として、その他職員８名の定員削減が計画されている（表２―１４―６）。

表２―１４―５ 千葉大学職員定員の変遷（１９８０年度以降）

年度 学長 教授 助教授 講師 助手 教諭 その他職員 計 備 考

１９８０ １ ３５６ ３２３ ７５ ３３３ ９０ １，３５６ ２，５３４
第５次定員削減

１９８１ １ ３６３ ３３１ ７３ ３３６ ９４ １，３４４ ２，５４２

１９８２ １ ３７９ ３３２ ７４ ３３７ ９６ １，３３３ ２，５５２

第６次定員削減

１９８３ １ ３９４ ３３３ ７４ ３３７ ９７ １，３３４ ２，５７０

１９８４ １ ４０４ ３３６ ７４ ３３８ ９８ １，３３５ ２，５８６

１９８５ １ ４０５ ３３７ ７５ ３３６ ９８ １，３２８ ２，５８０

１９８６ １ ４０７ ３３８ ７６ ３３７ ９９ １，３１４ ２，５７２

１９８７ １ ４１５ ３４５ ７８ ３３８ ９９ １，３０３ ２，５７９

第７次定員削減

１９８８ １ ４２９ ３５７ ７９ ３４１ ９９ １，２９１ ２，５９７

１９８９ １ ４３８ ３６５ ７９ ３４６ １００ １，２８０ ２，６０９

１９９０ １ ４４３ ３６７ ８０ ３４７ １００ １，２６７ ２，６０５

１９９１ １ ４５１ ３６８ ８１ ３４４ １００ １，２５５ ２，６００

１９９２ １ ４５８ ３７２ ８１ ３４２ １００ １，２４８ ２，６０２

第８次定員削減

１９９３ １ ４６２ ３７７ ８１ ３４２ １０１ １，２３９ ２，６０３

１９９４ １ ４６６ ３８３ ８１ ３４４ １０２ １，２２４ ２，６０１

１９９５ １ ４７０ ３８７ ８０ ３４９ １０２ １，２１４ ２，６０３

１９９６ １ ４７１ ３９１ ８０ ３５０ １０２ １，２０４ ２，５９９

１９９７ １ ４７６ ３９２ ８０ ３４２ １０２ １，１９６ ２，５８９
第９次定員削減

１９９８ １ ４８４ ４０１ ８０ ３３８ １０２ １，１８１ ２，５８７

表２―１４―６ 千葉大学における定員削減等の変遷（１９８０年度以降）

年度 教 育 職 員 その他職員 計 備 考

１９８０ △１３ △１３
第５次定員削減

１９８１ △１３ △１３

１９８２ △２ △１５ △１７
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第２項 他機関との人事交流

千葉大学では、組織の活性化および職員の資質向上による有能な人材の育成を図る

ために、他機関との円滑な人事交流を推進している。

千葉県内では、木更津工業高等専門学校、国立歴史民俗博物館、メディア教育開発

センター（旧放送教育開発センター）、国立学校財務センターおよび放送大学学園の

５機関と定期的な人事交流を行っているほか、県外の９機関とも人事交流を図ってい

る。

本学からの出向者数および他機関からの受入者数は表２―１４―７のとおりである。

１９８３ △１ △１６ △１７
第６次定員削減

１９８４ △１ △１５ △１６

１９８５ △１ △１６ △１７

〃 △８ △８ 定年制施行に伴う定員減

１９８６ △１ △１６ △１７ 第６次定員削減

１９８７ △２ △１４ △１６

第７次定員削減

１９８８ △２ △１６ △１８

１９８９ △１ △１５ △１６

１９９０ △１ △１５ △１６

１９９１ △１ △１５ △１６

１９９２ △２ △１３ △１５

第８次定員削減

１９９３ △１ △１３ △１４

１９９４ △１ △１３ △１４

１９９５ △１ △１４ △１５

１９９６ △１ △１３ △１４

１９９７ △２ △１３ △１５
第９次定員削減

１９９８ △１ △１４ △１５
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第４節 財 政

１９６４年に国立学校特別会計法が制定されたが、この法律の趣旨は、国立学校の予算

を一般会計と区別して経理を明確にし、国立学校の財政の確立、予算の弾力的運用等

を行い、国立学校の充実を図ろうとするものである。以来この法律のもとで３５年の歳

月を経たことになる。

その間、千葉大学は総合大学として大きな変革を遂げてきたが、なかでも１９９１年度

の大学設置基準等の改正を契機に、各大学は理念・目的を明らかにし、全学的なカリ

表２―１４―７ 出向者数および他機関からの受入者数（１９９８年７月１日現在）

機 関 名

出 向 者 数 受 入 者 数

事
務
長

補

佐

係長・

専門職員

主

任

係

員
計

事
務
長

係

長

係

員
計

県

内

木更津工業高等専門学校 ６ ２ １ ９

国 立 歴 史 民 俗 博 物 館 ２ ６ ７ １５

メディア教育開発センター １ １３ ２ ５ ２１

国立学校財務センター ２ ２ ４

放 送 大 学 学 園 １ １ ４ ３ ８ １７

計 １ ４ ３１ ７ ２３ ６６

県

内

東 京 大 学 １ １ １ ３ １ １ ２

東 京 医 科 歯 科 大 学 １ １

東 京 商 船 大 学 １ １

東 京 水 産 大 学 ２ ２

総 合 研 究 大 学 院 大 学 １ １

東京国立文化財研究所 １ １

統 計 数 理 研 究 所 １ １

日 本 芸 術 文 化 振 興 会 １ １

日 本 学 術 振 興 会 １ ２ ３

計 ２ ６ ３ ３ １４ １ １ ２

合 計 １ ６ ３７ １０ ２６ ８０ １ １ ２
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